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運行の流れ
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運行の流れ
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マッチング配車アルゴリズムの特徴

予約希望に従い、システムが最適経路で乗合になる運行計画を自動作
成

東京大学の論文（※）をベースに、弊社独自アルゴリズムを実装

出発／到着時刻を守るため、路線バス、鉄道への乗り換えも可能

運行計画の自動作成

メリット

①車両コスト削減
 少ない車両で乗り合い、多くの利用者の輸送が可能
 最適ルートにより、燃料費が削減可

②オペレータコスト削減
 経験・ノウハウに頼る必要がない
 少ない人数で対応でき、人件費が削減可

③利用者満足度向上
 希望にマッチした予約がとれる ※ 坪内孝太:新しいアルゴリズムによる実用的なオンデマンド交通システムの研究

東京大学工学部システム創成学卒業論文 2005,03
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導入効果

外出機会増

マイカー削減
免許返納

移動ログ
ビッグデータ

医療費削減
介護費削減

交通事故削減
保険料支出削減

CO2削減

集客／送客・売上増
地域コミュニティ活性化

都市計画
出店計画

運行効率化PDCA
見守り・行動分析

他サービス
データ連携

健康寿命の延伸 産業活性化

環境貢献

ヘルスケア

マイナンバー

レセプト

スマート
デバイス

POS・購買

気象

GIS・鉄道

オンデマンド交通導入効果
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システム導入事例（１）岡山県玉野市 シータク
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システム導入事例（１）岡山県玉野市 シータク
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システム導入事例（２）岡山県瀬戸内市 モーモーバス

病院：6割

スーパー：4割

 人口7,500人（高齢化率30%・2,250人）
 登録者数1,500人、予約数1000件／月
 9人乗り2台、乗合率1.6、オペレータ2名

自宅

平成24年度
7月～3月

平成25年度
4月～3月

■収入

運賃収入 924,000円 2,061,000円

国補助金 679,000円 4,463,000円

合計 ① 1,603,000円 6,524,000円

■支出

合計 ② 21,060,000円 23,650,000円

収支率（国補助金除く） 4.4% 8.7%

差引市負担額 ②－① 19,457,000円 17,126,000円

利用者数（人） 2,836人 7,117人

■一人あたりの輸送費（市負担） 約6,860円 約2,410円

※1日300円
乗り放題

利点ばかり
ではない
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オンデマンド交通の課題と
解決ソリューション
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オンデマンド交通の課題
道路運送法第3条（事業車）／第78条（自家用車）スキーム

運営主体（自治体）

運用面

管理費等

支出 収入

運行委託料
・車両
・乗務員

オペレータ
経費

運賃

補助金

システム会社（弊社）

• ステークホルダー（既存利権者）が多い
• 調整に2～５年かかる

• 補助金ありきのビジネスモデル
• 収支率は20～40%

地域公共交通会議

バス会社

タクシー会社

運輸局

地元老人会

費用面

導入に時間がかかる

議会

オペレータ

タクシー会社

ドライバー車両

住民

サービス提供

事業継続性に難
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70%

10%

20%

…運行委託料
（車両維持費、ドライバー人件費等）

…オペレータ経費

…管理費、システム維持費等

運営コストの削減

IVRで圧縮

IVR

「●●センターで
す。
ご予約は1を…」

オンデマンド交通の課題解決
アプローチ１．クラウド型無人コールセンター（IVR※）

誰でも、いつでも予約可能（24時間365日受付、スマホ不要）

※Interactive Voice Response : 音声自動応答
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システムの特徴

オンデマンド交通の課題解決
アプローチ２．地域統合モビリティロケーションシステム

交通機関をより使いやすくし、利用者を増やす

① 準天頂衛星「みちびき」（日本版GPS ）対応
② デマンド交通、路線バス等の車両位置情報を、5秒間隔、リアルタイムに地図上で表示

（GTFS、GTFSリアルタイム対応）
③ コミュニティバスや路線バスの時刻表、バス停周辺情報も掲載可能
④ マルチチャネル対応（スマートフォン、PC、デジタルサイネージ等Webブラウザ向け）

（スマホ） （サイネー
ジ）

平成29年度 国土交通省「高精度測位技術を活用した公共交通システムの高度化に関する技術開発」事業
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70%

10%

20%

…運行委託料
（車両維持費、ドライバー人件費等）

…オペレータ経費

…管理費、システム維持費等

運営コストの削減

自動運転で
圧縮

オンデマンド交通の課題解決
アプローチ３．自動運転インテグレーション

ドライバー不足の解消

Dispatch

API連携による自動配車

（春日井市HPより）



34

クラウド
ビッグデータ

コールセンター

ドライバー

サービス運営主体

利用者

統計データ
・利用者データ
・乗降場データ
・運行実績データ

・車両位置データ
・運行実績データ
・乗降時刻データ

予約
運行計画

レポート

配車
運行実績

正確な移動ログをトレース
オペレータから指示・連絡も可能

・予約希望データ
・運行計画データ

電話でも、
PC・スマホでも
送迎予約可能

車両現在位置も
地図上で確認可能

クラウド IoT セキュアAI シェアリングエコノミー

システムイメージ

IVR

・バスロケ
・予定確認メール

Locator
Dispatch
API

選択肢

あま市HPより
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オンデマンド交通と自動運転のインテグレーションモデル

出典：首相官邸 日本経済再生本部 自動走行に係る官民協議会（第６回）資料４

・一部社会実験済
（春日井市高蔵寺NT）
・今冬以降、国交省実証

・一部社会実験済
（神戸市筑紫が丘、豊洲）

実証実験で終わらせず、ビジネス化が急務
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As Is （公共交通） To Be （生活交通）

国

自治体

病院
介護施設

スーパー
GMS

バス・
タクシー
会社

公共交通サービス

広告代理店
飲食店

デベロッパー
銀行

旅行会社
ホテル

警備会社
保険会社

移動・送迎 医療 小売 観光

MaaS プラットフォーム

…

フック 回収エンジン

対価の支払
（廉価）

交付金

委託

￥ ￥

国・自治体

自動車
メーカー
ディーラー

バス・
タクシー・
鉄道会社

資源
新サービス
による増収

これからのモビリティのビジネスモデル

一社独占ではなく、オープンイノベーションで
MaaS市場・プラットフォームを形成する

地図会社
乗換検索
会社

物流会社
運送会社

レンタカー
シェアサイクル
ライドシェア

システム会社
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公共交通の財政支出を「赤字」ととらえない視点

出典：近畿運輸局 クロスセクター効果リーフレット
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「自動運転オンデマンド交通」の社会実装、ビジネス化に向けて

オンデマンド交通に自動運転車を接続するとともに、
バスやタクシー、鉄道と共存共栄し、都市をリデザインする

主な視点 要対応項目 ソリューション

誰でも使える
• スマートフォンを使えない高齢者への
配慮

 IVR

 生活コンシェルジュ
 自治会や社協のサポート

すぐに試せる

• トライアル導入し、パッケージを確認
できる

• 自動運転車および管制システムの信頼
性

• デマンド交通システムと自動運転車の
接続

 自動運転トライアルパッケー
ジ
（ZMP社などのサービス）

 シミュレーション

サービスを
継続できる

• デマンド交通システムの信頼性、本格
運行実績

• 補助金に依存しないビジネスモデル

 孝行デマンドバス

 バスや鉄道とのフィーダー系
統

 クロスセクター効果・ベネ
フィットの精査、都市デザイ
ンとの一体化

地域が受容す
る

• 法令遵守、必要に応じて規制緩和
• 地域住民や交通事業者の抵抗感がない

 地域公共交通会議
 デマンド交通の延長に考える

 地域全体でコストを支払うこ
とへのコンセンサス
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本日のまとめ
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まとめ

2030年
財政破綻シナリオ

社会保障給付費は 2025年に 150兆円に達する

医療費
▲数兆円

入院から通院に切り替えたり、気軽に通院ができるような
移動手段が全国津々浦々に普及し、病気の重症化が抑
制できたら、年間数兆円の医療費が削減できる

医療費・介護費
▲数兆円

3,000万人の高齢者が外出・運動により健康寿命を平
均寿命まで延伸できたら、医療費・介護費が数兆円も
削減できる

次世代へのバトン
誰もが気軽に外出できる交通システムを整備すること
は、
子孫に対する使命。未来にツケを負わせない

自動運転×オンデマンド交通×ビジネスモデルイノベーションで
日本を再興し、世界に誇れる国にしましょう！



モビリティをきっかけに
社会課題を解決したい
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